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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-2-15「緊急時対策所の地震応答計算書」の記載内容を補足するための資料を以下に示す。 

 

 

別紙 1 地震応答解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙 2 地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトン曲線の設定 

別紙 3 地震応答解析における材料物性の不確かさに関する検討 

 

 

下線：今回ご提示資料 



 

 

別紙1 地震応答解析における既工認と今回工認の 

解析モデル及び手法の比較 
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1. 概要  
本資料は，緊急時対策所が設置される，5号機原子炉建屋の既工認時及び今回工認時

の地震応答解析モデル及び手法の比較を示すものである。 
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2. 地震応答解析モデル及び手法の比較  
5号機原子炉建屋の地震応答解析モデル及び手法の比較を表2－1に示す。鉛直モデル

の諸元の設定方法を表2－2に示す。また，今回工認時の地震応答解析モデルを図2－1及

び図2－2に示す。 

比較に用いる既工認時の地震応答解析モデル及び手法は，建設工認である。 
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表 2－1 地震応答解析モデル及び手法の比較 

項目 内容 既工認＊ 1 今回工認 備考 

入力地震動

の算定法 

水平 
設計用模擬地震波を用いて，一次元波動論

により算定 
同左 ― 

鉛直 ―＊ 2 
設計用模擬地震波を用いて，一次元波動論

により算定 
― 

解析コード ＲＥＳＰ４ ＴＤＡＳ ― 

建屋の 

モデル化 

モデル 多質点系並列地盤モデル 
多質点系SRモデル 

（一部建屋重量を変更） 
①，② 

材料物性 

検討時の各規準に基づき設定 

・コンクリートのヤング係数 

Ｅ＝20.6kN/mm2（SI換算） 

・コンクリートのポアソン比 

ν＝0.167 

 

 

 

 

適用規準の見直しによる再設定 

・コンクリートのヤング係数 

Ｅ＝24.8kN/mm2 

・コンクリートのポアソン比 

ν＝0.2 

・鉄骨のヤング係数 

Ｅ＝205kN/mm2 

・鉄骨のポアソン比 

ν＝0.3 

③，④ 

剛性評価 耐震壁を考慮（設計基準強度） 耐震壁及び補助壁を考慮（実強度） ⑤，⑥ 

減衰定数 

・水平方向：RC：5% 

 

 

・水平方向：RC：5% 

・鉛直方向：RC：5% 

      S （屋根トラス）：2% 

― 

回転拘束

ばね 

― 

・鉛直方向：屋根トラス端部回転拘束ば

ね（Ｋθ） 

 屋根トラス端部の柱による曲げ変形を拘

束する効果として，屋根トラス端部が柱に

剛接されているものとした場合の回転ばね

剛性を考慮 

― 

地盤の 

モデル化 

底面ばね 

水平ばねは多質点系並列地盤モデルによる

評価 

回転ばねは3次元有限要素法による評価 

・水平方向：水平及び回転ばねを考慮 

振動アドミッタンス理論に基づく近似法 

・水平方向：水平及び回転ばねを考慮 

・鉛直方向：鉛直ばねを考慮 

⑦ 

側面ばね 
多質点系並列地盤モデルによる評価 

・水平ばねのみ考慮 

Novakの方法により設定 

・水平ばねのみ考慮（表層の埋戻土は無

視） 

⑧ 

非線形特性 

耐震壁 
・水平方向：考慮せず 

 

・水平方向：非線形特性を考慮 

・鉛直方向：考慮せず 

⑦，⑨ 

底面ばね 
・水平方向：考慮せず 

 

・水平方向：基礎浮上りによる幾何学的非

線形特性考慮 

・鉛直方向：考慮せず 

注記＊1：柏崎刈羽原子力発電所5号機『既工事計画認可申請書 「Ⅳ-2-5 原子炉建屋の

耐震性についての計算書」（58資庁第9522号昭和58年8月22日認可）』 

  ＊2：既工認時は，水平方向のみ地震応答解析を実施し，鉛直方向は静的地震力を考

慮。 
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【具体的な反映事項】（表の備考欄に対応） 

① 2007年新潟県中越沖地震後に実施した耐震補強工事等による重量の変更を考

慮。詳細は別紙1－1に示す。 

② 多質点系SRモデルは「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版」（（社）日本電気協会）に基づく。 

③ コンクリートのヤング係数及びポアソン比は，「鉄筋コンクリート構造計算

規準・同解説－許容応力度設計法－」（（社）日本建築学会，1999改定）に

基づく。 

④ 鉄骨部のヤング係数は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－」（（社）日

本建築学会，2005改定）に基づく。 

⑤ 地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，実際には耐震壁として

考慮可能であると考えられる壁を補助壁として，その分の剛性を考慮。補助

壁の評価方法については，原子炉建屋の地震応答計算書についての補足説明

資料 別紙1－3「地震応答解析モデルにおける補助壁の評価方法について」

に示す。 

⑥ 地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，建屋剛性の評価におい

てコンクリート実強度に基づき評価される実剛性を考慮。コンクリート実剛

性の採用については，別紙1－1に示す。 

⑦ 「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）

日本電気協会）に基づく。 

⑧ 地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，地盤表層部の地盤ばね

を考慮しない。地盤表層部の地盤ばねの取扱いについては，原子炉建屋の

地震応答計算書についての補足説明資料 別紙1－6「表層ばねの取扱いに

ついて」に示す。 

⑨ 耐震壁の非線形特性の設定については別紙2に示す。 
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表2－2 鉛直モデルの諸元の設定方法 

部位 質量 剛性 

耐震壁 

補助壁 

柱 

鉛直モデルに対応する 

水平モデルの質点の質量 

水平方向モデルにおいて剛

性を考慮している耐震壁及

び補助壁の全軸断面積及び

鉛直剛性として考慮できる

柱の軸断面積の和より軸剛

性を算出 

屋根トラス 質点の支配面積より算出 

曲げ変形とせん断変形を生

じる質点系の曲げせん断は

り モ デ ル と し て 剛 性 を 算

出。なお，曲げ剛性は，主

トラス上下弦材の中心軸に

関する断面2次モーメントを

用いて算出し，せん断剛性

は，斜材の断面積に軸変形

によって生じるせん断変形

量を考慮した等価せん断断

面積を用いて算出。 
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注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

 

図 2－1 地震応答解析モデル（水平方向） 

 

10

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11 10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

Ks1

Ks2

Ks3

Ks4

Ks5 Kr5

T.M.S.L.(m)

51.0

39.5

33.0

27.8

20.3

12.3

5.3

-1.1

-10.1

-17.5

-24.0

1

1 ：部材番号

凡例

：質点番号



 

別紙 1-7 

 

 

注記＊：屋根トラス端部回転拘束ばね 
 

図2－2 地震応答解析モデル（鉛直方向） 
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別紙1－1 5号機原子炉建屋の地震応答解析モデルの変更点について 
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1. 概要 

今回工認における5号機原子炉建屋の水平方向の地震応答解析モデル（以下「今回工

認モデル」という。）は基本的には既工認時の地震応答解析モデル（以下「既工認モデ

ル」という。）に基づいて設定しているが，解析モデルの精緻化を目的とし，既工認モ

デルから変更を行っている。本資料では，変更の概要を示す。なお，各変更の地震応答

解析モデルへの影響については別紙1－2に示す。 

 

2. 5 号機原子炉建屋の地震応答解析モデルの変更について 

2.1 補助壁の考慮 

今回工認においては，地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，動的地

震荷重算定時の地震応答解析において使用する建屋剛性の評価に関して，既工認モデ

ルでは耐震要素として考慮しなかったが，実際には耐震壁として考慮可能であると考

えられる壁を補助壁として，その分の剛性を考慮する。 

補助壁の選定基準の設定に当たっては，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規

準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」を参考にした。図 2－1 に一例として

B4F（T.M.S.L. -17.5m～T.M.S.L. -10.1m）の補助壁として剛性を考慮する範囲を示

す。 

 

 

図 2－1 補助壁の考慮範囲の例（B4F，T.M.S.L. -17.5m） 
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2.2 コンクリート実剛性の考慮 

2.2.1 コンクリート実剛性の設定 

今回工認においては，地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，動

的地震荷重算定時の地震応答解析において使用する建屋剛性の評価に関して，コ

ンクリート実強度に基づき評価される実剛性を用いる。ただし，許容値の算定に

当たっては，設計基準強度（240kg/cm2：23.5N/mm2）を用いる 

5 号機原子炉建屋のコンクリート実剛性算出に使用する実強度の値は，建設工

事時にコンクリート打設の際にフレッシュコンクリートから採取した供試体の材

齢 28 日における圧縮強度（以下「28 日強度」という。）を用いる。表 2－1 に 5

号機原子炉建屋の 28 日強度統計値を示す。 

28 日強度は建屋の各階，各部位毎に得られており，十分な数のデータから算

出されているため，建屋コンクリートの平均的な 28 日強度を推定する統計値と

して妥当性・信頼性を有していると考えられる。コンクリートは一般的に強度が

安定した後も緩やかに強度が増進する傾向があると言われているが，ここでは保

守的に 28 日以降の経年によるコンクリート強度の増進効果を無視することとし，

地震応答解析で用いるコンクリート実剛性の設定に当たっては，28 日強度の平

均値である 328kg/cm2 を保守的に評価して有効数字 3 桁を切り下げ，320kg/cm2

（31.3N/mm2）という値を用いることとした。 

 

 

表 2－1 5 号機原子炉建屋の 28 日強度統計値 

打設箇所 
平均値 

(kgf/cm2) 

標準偏差

(kgf/cm2) 

最大値

(kgf/cm2) 

最小値

(kgf/cm2) 

中央値

(kgf/cm2) 

データ数 

(個) 

B4F 328 30 404 257 331 43 

B3F,MB3F 346 33 414 245 347 112 

B2F,MB2F 349 34 421 258 350 79 

B1F 328 33 400 249 329 80 

1F 320 30 393 258 317 126 

2F,M2F 318 32 408 288 314 121 

3F,M3F 315 29 388 271 316 107 

4F,CRF,RF 326 31 395 259 325 104 

全体 328 33 421 245 326 772 
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2.2.2 既工認及び今回工認で用いるコンクリート材料物性値の比較 

表2－2に既工認モデル及び今回工認モデルで用いるコンクリートの材料物性値

を示す。 

 

表2－2 既工認モデル及び今回工認モデルで用いるコンクリートの材料物性値 

 

 

材料物性値 既工認モデル 今回工認モデル 

コンクリート 

強度 

Ｆｃ 

設計基準強度 

23.5(N/mm2) 

（240(kg/cm2)） 

実強度 

31.3(N/mm2) 

 

コンクリートの 

単位体積重量 

γ 

22.6(kN/m3) 

（2.3(t/m3)） 

23(kN/m3) 

 

ヤング係数 

Ｅ 

2.1×106 

ｎ 

(kg/cm2) 

ｎ：ヤング係数比 

1
2

3
4　 γ Ｆｃ

3.35×　10 × ×
24 60

    
    
    

 

(N/mm2) 

せん断弾性係数 

Ｇ 

Ｅ

2（1　＋ν）
 

Ｅ

2（1　＋ν）
 

ポアソン比 

ν 
0.167 0.2 

適用規準 
鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 構 造 計 算 規
準・同解説（（社）日本建築学
会，1962改定） 

原子力施設鉄筋コンクリート構造
計算規準・同解説（（社）日本建
築学会，2005制定） 
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2.3 建屋埋込み効果の評価方法の変更 

建屋埋込み効果を考慮するための地盤－建屋連成系モデルとして，既工認モデルで

は，多質点系並列地盤モデル（以下「格子型モデル」という。）を採用していたが，

今回工認モデルでは，7号機原子炉建屋他と同様に多質点系SRモデル（以下「埋込SR

モデル」という。）とする。 

また，建屋底面地盤ばね（以下「底面ばね」という。）及び建屋側面地盤ばね（以

下「側面ばね」という。）の評価方法についても以下のとおり変更する。 

 

 

底面ばね：既工認モデルでは，水平ばねは格子型モデル，回転ばねは3次元FEMモデ

ルを用いて評価していたが，今回工認モデルでは7号機原子炉建屋他と

同様に，振動アドミッタンス理論に基づく近似法を用いる。 

側面ばね：既工認モデルでは，格子型モデルを用いて評価していたが，今回工認モ

デルでは7号機原子炉建屋他と同じNovakの方法を用いる。 

 

     

 

   (a) 既工認モデル（格子型モデル）    (b) 今回工認モデル（埋込SRモデル） 

 

図 2－2 地盤ばねの考慮（概念図） 
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2.4 表層地盤ばねの変更 

既工認モデルでは地盤表層部についても地盤ばねとして考慮していたが，今回工認

モデルでは，基準地震動Ｓｓによる地盤応答レベルを踏まえ，表層部では建屋－地盤

相互作用が見込めないと判断し，地震時の挙動をより実応答に近い形で評価するため，

この部分の地盤ばねを考慮しない。図2－3に地震応答解析モデルにおける表層地盤ば

ねの変更の概念図を示す。 

 

    

 

       (a) 既工認モデル          (b) 今回工認モデル 

 

     ：表層地盤ばねの変更箇所 

 

図2－3 表層地盤ばねの変更（概念図） 
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186.5

60.0 55.0 30.0 41.5
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Kθ

（単位：m）
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2.5 建屋重量の変更 

2.5.1 SI 単位系への単位換算による変更 

既工認モデルでは重力単位系による質量を用いていたが，今回工認モデルでは

SI単位系へ単位換算した重量とする。 
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2.5.2 屋根トラスの重量変更 

5号機原子炉建屋屋根トラスについては，斜材に座屈補剛材の追加による耐震

補強工事を実施しており，5号機原子炉建屋の今回工認モデルでは当該工事によ

る重量変更を反映している。図2－4に耐震補強工事の概要を表2－3に補強部材の

詳細を示す。なお，屋根トラスの裕度向上対策として防水仕様の変更による固定

荷重の低減及び，除雪による積雪荷重の低減を行っている。 

 

 

：座屈補剛材の位置 

 

図2－4 耐震補強工事の概要 

  

 

 

A-A’断面

A A’

座屈補剛材の追加

（単位：m）
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表2－3 補強部材の詳細 

箇所及び補強方法 

トラス斜材の座屈 

補剛材の追加 

＊ 

 

 

注記＊：図は代表一地点のもの 

 

 

  

単位（mm）
外法高さ × 外法幅 × 厚さ
305.5 × 217.0 × 9
305.0 × 218.0 × 9
305.0 × 216.0 × 9
138.5 × 217.0 × 9
141.0 × 218.0 × 9
138.5 × 218.5 × 9
138.5 × 218.5 × 9
138.0 × 216.0 × 9
139.0 × 217.0 × 9
139.0 × 216.0 × 9
140.5 × 218.0 × 9
179.0 × 300.0 × 9
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2.6 既工認モデルと今回工認モデルの諸元の比較 

表2－4に既工認モデルと今回工認モデルの諸元の比較を示す。 
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表2－4 既工認モデルと今回工認モデルの諸元の比較（NS方向）（1/2） 

(a) 既工認モデル 

 

 

(b) 今回工認モデル 

 

 

      ：「2.1 補助壁の考慮」による変更箇所 

      ：「2.2 コンクリート実剛性の考慮」による変更箇所 

      ：「2.5 建屋重量の変更」による変更箇所 

注記＊：屋根トラスの耐震補強工事，防水仕様の変更による固定荷重の低減及び除雪による積雪荷重

の低減による重量の変更箇所 

質点
番号

質量

Ｗ(t・s2/m)

回転慣性

ＩＧ(×103t・m・s2)
部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ(m
2)

断面2次
モーメント

I(×103m4)

合計   48687

①    5481    3163
10 - -

②    8485    4912
9  802.2  801.4

③    6635    4538
8  724.3  730.5

④    6336    3891
7  658.6  656.8

⑤    4728    3115
6  570.7  599.0

⑥    4911    3131
5  484.0  470.7

⑦    4969    2733
4  335.8  331.7

⑧    3557    1947
3  295.8  260.1

⑨    2597    1520
2   61.0   53.0

1   42.6   29.0
⑩     529     212

⑪     459     122

①建屋部
ヤング係数Ｅ 2.1×105（kg/cm2)

せん断弾性係数Ｇ 0.9×105（kg/cm2)
ポアソン比ν 0.167

減衰ｈ 5%

②基礎スラブ
ヤング係数Ｅ 2.1×105（kg/cm2)

せん断弾性係数Ｇ 0.9×105（kg/cm2)
ポアソン比ν 0.167

減衰ｈ 5%

基礎形状 83.0（NS方向）×83.0m（EW方向）
×6.5m（厚さ）

質点
番号

質点重量
Ｗ(kN)

回転慣性重量

ＩＧ(×106kN・m2)
部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ(m
2)

断面2次
モーメント

Ｉ(m4)

合計 4674410

10 6889.0 3955000
⑪  526750   304.0

9 1079.7  801400
⑩

 637660   436.1

 815450   472.1

8  919.7  730500
⑨

7  834.9  656800
⑧

 454390   299.4

 608920   373.9

6  700.7  599000
⑦

5  562.4  470700
⑥

 477550   262.7

 471970   300.9

4  411.7  331700
⑤

3  336.1  260100
④

 249590   146.1

 341850   187.1

2   61.0   53000
③

  50840    20.4②

   10.5①   39440
1   42.6   29000

* *

①建屋部
ヤング係数Ｅ 2.48×104（N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.03×104（N/mm2)
ポアソン比ν 0.20

減衰ｈ 5%

②基礎スラブ
ヤング係数Ｅ 2.48×104（N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.03×104（N/mm2)
ポアソン比ν 0.20

減衰ｈ 5%

基礎形状 83.0（NS方向）×83.0m（EW方向）
×6.5m（厚さ）
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表 2－4 既工認モデルと今回工認モデルの諸元の比較（EW 方向）（2/2） 

(a) 既工認モデル 

 

 

(b) 今回工認モデル 

 

 

      ：「2.1 補助壁の考慮」による変更箇所 

      ：「2.2 コンクリート実剛性の考慮」による変更箇所 

      ：「2.5 建屋重量の変更」による変更箇所 

注記＊：屋根トラスの耐震補強工事，防水仕様の変更による固定荷重の低減及び除雪による積雪荷重

の低減による重量の変更箇所 

 

質点
番号

質量

Ｗ(t・s2/m)

回転慣性

ＩＧ(×103t・m・s2)
部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ(m
2)

断面2次
モーメント

I(×103m4)

合計   48687

①    5481    3163
10 - -

②    8485    4962
9  805.4  813.8

③    6635    4496
8  740.8  741.8

④    6336    3801
7  661.1  667.0

⑤    4728    2974
6  602.1  602.2

⑥    4911    3049
5  462.7  474.4

⑦    4969    2793
4  344.4  338.3

⑧    3557    2003
3  299.8  263.6

⑨    2597    1593
2   67.6   55.5

⑩     529     187
1   54.5   38.0

⑪     459     167

①建屋部
ヤング係数Ｅ 2.1×105（kg/cm2)

せん断弾性係数Ｇ 0.9×105（kg/cm2)
ポアソン比ν 0.167

減衰ｈ 5%

②基礎スラブ
ヤング係数Ｅ 2.1×105（kg/cm2)

せん断弾性係数Ｇ 0.9×105（kg/cm2)
ポアソン比ν 0.167

減衰ｈ 5%

基礎形状 83.0（NS方向）×83.0m（EW方向）
×6.5m（厚さ）

質点
番号

質点重量
Ｗ(kN)

回転慣性重量

ＩＧ(×106kN・m2)
部材
番号

せん断
断面積

ＡＳ(m
2)

断面2次
モーメント

Ｉ(m4)

合計 4674410

10 6889.0 3955000
⑪

 815450   476.9

 526750   304.0

9 1033.9  813800
⑩

8  951.2  741800
⑨

 608920   365.3

 637660   432.1

7  813.2  667000
⑧

6  765.7  602200
⑦

 471970   293.0

 454390   285.8

5  519.8  474400
⑥

4  429.9  338300
⑤

 341850   192.5

 477550   268.4

3  396.5  263600
④

2   67.6   55500
③

  50840    18.0

 249590   153.1

1   54.5   38000
②

①   39440    14.3* *

①建屋部
ヤング係数Ｅ 2.48×104（N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.03×104（N/mm2)
ポアソン比ν 0.20

減衰ｈ 5%

②基礎スラブ
ヤング係数Ｅ 2.48×104（N/mm2)

せん断弾性係数Ｇ 1.03×104（N/mm2)
ポアソン比ν 0.20

減衰ｈ 5%

基礎形状 83.0（NS方向）×83.0m（EW方向）
×6.5m（厚さ）
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1. 概要 

5号機原子炉建屋の地震応答解析モデル（以下「今回工認モデル」という。）は2007年

新潟県中越沖地震（以下「新潟県中越沖地震」という。）時のシミュレーション解析結

果を踏まえて設定している。 

本資料は，新潟県中越沖地震のシミュレーション解析として実施した，コンクリート

実剛性，補助壁の考慮，地盤表層部の地盤ばね（以下「表層地盤ばね」という。）の非

考慮についての影響検討結果を説明するものである。 
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2. 5号機原子炉建屋の概要 

5号機原子炉建屋は主体構造が鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）

で，鉄骨造陸屋根をもつ建物である。5号機原子炉建屋の概略平面図及び概略断面図を

図2－1及び図2－2に，物性値を表2－1に示す。 

中央部には平面が51.0m（NS方向）×53.0m（EW方向）で地下4階，地上4階の原子炉建

屋原子炉棟（以下「原子炉棟」という。）があり，その周囲には地下4階，地上3階の原

子炉建屋付属棟（以下「付属棟」という。）を配置している。 

原子炉棟とその付属棟とは同一基礎スラブ上に配置した一体構造であり，5 号機原子

炉建屋の平面は下部で 83.0m×83.0m の正方形をなしている。基礎スラブ底面からの高

さは 75.0m であり，地上高さは 39.0m である。また，5 号機原子炉建屋は隣接する他の

建屋と構造的に分離している。 

5 号機原子炉建屋の基礎は厚さ 6.5m のべた基礎で，支持地盤である泥岩上に設置し

ている。 

5 号機原子炉建屋の主な耐震要素は，原子炉格納容器の周りを囲んでいる原子炉一次

遮蔽，原子炉棟の外壁及び付属棟の外壁であり，開口部も少なく，建屋は全体として非

常に剛性の高い構造となっている。 
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表 2－1 建物・構築物の物性値

 
注記＊：実強度に基づくコンクリート強度。  

 

 

部位 使用材料

ヤング係数
Ｅ

(N/mm2)

せん断弾性係数
Ｇ

(N/mm2)

減衰定数
ｈ

(％)

コンクリート*

σｃ＝31.3(N/mm2)

（σｃ＝320(kgf/cm2)

鉄筋：SD35
（SD345相当）

鉄骨SS41 （SS400相当） 2.05×105 0.79×105 2

鉄骨SM41A（SM400A相当） 2.05×105 0.79×105 2

鉄骨SM50A（SM490A相当） 2.05×105 0.79×105 2

2.48×104 1.03×104 5
建屋部

基礎スラブ

屋根トラス部
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3. 地震応答解析モデルに係る影響検討 

3.1 概要 

シミュレーション解析に用いる地震の諸元を図3－1に，地震計設置位置を図3－2に

示す。5号機原子炉建屋基礎スラブ上の地震観測記録を図3－3に示す。 

また，本検討におけるシミュレーション解析は，地震時に観測した基礎スラブ上に

おける水平方向及び鉛直方向の地震観測記録を用いた弾性応答解析による。建屋各部

位の応答は，5号機原子炉建屋の基礎スラブ上での観測地震波を解析モデルの基礎ス

ラブ上に入力し，基礎スラブ上からの建屋各部の伝達関数を用いて算定する。シミュ

レーション解析における地震応答解析のフローを図3－4に示す。 
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図3－1 シミュレーション解析に用いる地震の諸元（新潟県中越沖地震） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－2 地震計設置位置 
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発生日時 
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震源深さ 17km 

震央距離 16km 

震源距離 約23km 

5-R1 

5-R2 

3F（T.M.S.L. 27.8m） 

B4F（基礎スラブ上） 
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地震計 

PN
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(a)NS 方向 

 

(b)EW 方向 

 

(c)鉛直方向 

図3－3 基礎スラブ上の地震観測記録 加速度時刻歴波形 

（5-R2：T.M.S.L.－17.5m） 
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図3－4 シミュレーション解析における地震応答解析のフロー 
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3.2 検討ケース 

表3－1に示す全2ケースについて解析を実施する。 

 

表3－1 パラメータスタディケース 

 

 

 ケース名 

建屋モデル 地盤モデル 

コンクリート 

のヤング係数 

剛性を考慮 

する部位 

表層部での 

建屋－地盤 

相互作用 

既工認手法に 

基づく解析 

モデル 

設計基準強度 

に基づく 
耐震壁 考慮 

今回工認モデル 実剛性 
耐震壁＋ 

補助壁 
非考慮 
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3.3 シミュレーション解析結果 

今回工認モデル及び既工認手法モデルの地震応答解析結果と観測記録の比較（加速

度応答スペクトル，最大応答加速度）を図3－5及び図3－6に示す。 

  加速度応答スペクトルについては，NS方向及びEW方向では周期0.4秒付近で今回工

認モデルの応答が既工認手法モデル及び観測記録に比べ大きくなる傾向にあるが，他

周期帯では既工認手法と比較して観測記録との整合性が向上している。鉛直方向では

周期0.05～0.1秒付近で今回工認モデルの応答が既工認手法モデル及び観測記録に比

べ大きくなる傾向にあるが，他周期帯では既工認手法と比較して観測記録との整合性

が向上している。 

   最大応答加速度については，NS方向及びEW方向では既工認手法と比較して今回工認

モデルの方が観測記録との整合性が向上している。鉛直方向については，今回工認モ

デルの応答が既工認手法モデル及び観測記録に比べ大きくなる傾向であった。 
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：今回工認モデル   ：既工認手法モデル   ：観測記録 

 

 

(a) NS方向 

 

 

(b) EW方向 

図3－5 加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L. 27.8m）（1/2） 
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：今回工認モデル   ：既工認手法モデル   ：観測記録 

 

 

(c) 鉛直方向 

図3－5 加速度応答スペクトルの比較（T.M.S.L. 27.8m）（2/2） 
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：今回工認モデル   ：既工認手法モデル   ：観測記録 

 

(a) NS 方向 

 

 

(b) EW 方向 

図3－6 最大応答加速度の比較（1/2） 
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：今回工認モデル   ：既工認手法モデル   ：観測記録 

 

(c) 鉛直方向 

図3－6 最大応答加速度の比較（2/2） 
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4. まとめ 

5号機原子炉建屋の地震応答解析の今回工認モデルについて，既工認モデルからの変

更点が地震応答解析結果に与える影響の確認として，今回工認モデル及び既工認手法モ

デルでの新潟県中越沖地震のシミュレーション解析を行い観測記録との比較を行った。 

コンクリート実剛性，補助壁の考慮，表層地盤ばねの非考慮を採用することで，一部，

既工認手法モデルに比べ保守的な評価となる場合もあるが，地震時の挙動をより実応答

に近い形で評価できることを確認した。 

以上の結果から，今回工認モデルで，コンクリート実剛性及び補助壁を考慮したモデ

ル化を行い，表層地盤ばねを非考慮とすることは妥当と判断する。 


